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スマート機械及び5Gシステム投資税額控除細則の正式公布

産業革新条例第10条の1は、会社又は有限責任組合がスマート機械及び5Gシステムへ投資し、新たに関連のソフト・

ハードウェア、技術又は技術サービスを導入する場合に、営利事業所得税額の優遇適用申請をすることができると定

めています。その実施細則である「会社又は有限責任組合のスマート機械又は5G移動通信システムの投資に係る投

資税額控除細則」が2019年10月24日に正式に公布されました。正式な条文に草案(KPMGニュース2019-07号スマート機

械及び5Gシステム投資税額控除細則の草案公表をご参照ください。)との大きな相違はありません。

関連優遇内容、適用手続及び注意事項のまとめは以下の通りです。

優遇内容

適用手続

経済部に対する手続

• 申請期間：当年度の営利事業所得税確定申告期間

の開始4個月前から申告期間終了日まで(12月決算：1

月1日～5月31日)。

• 申請方法：経済部の申請システムのフォームに基づ

き、投資効果を記載した投資計画書と「関連支出証明

書類」を併せて提出する。上記の期間内に登録、アッ

プロードを完成させる。期限を過ぎた場合、再登録及

び入力をする、又は用紙に記入し申請することは出

来ない。

• システムによる申請完了通知を受けた後、再申請又

は登録を修正することは出来ない。

• 同一課税年度における申請は1回を限度とする。

適用期間 支出金額 投資税額控除の方法
投資税額控除の

限度額と例外状況

スマート機械 2019/01/01

|

2021/12/31

同一課税年度

の支出：

NT$100万以上

NT$10億以下

以下の方法から1つを選択し、投資

税額控除を適用する。選択後に変

更することは出来ず、また当年度

の納付すべき営利事業所得税額の

30%を限度とする。

方法1：当年度支出金額の5％を上

限として、当年度の営利事業所得税

額から控除する。

方法2：当年度支出金額の3％を上

限として、当年度より３年間にわたっ

て各事業年度の営利事業所得税額

から控除する。

状況 1：同一年にその他投資

税額控除と併せて適用する場

合、当年度の合計投資税額控

除総額は50%を限度とする。

状況 2：他の法令規定に基づ

き、当年度が投資税額控除

の 最 終 年度 で あ り 、 且 つ

当該投資税額控除額が制

限 を 受 け な い 場 合 こ の 限

りではない。

5Gシステム 2019/01/01

|

2022/12/31
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財政部各地国税局に対する手続

当年度の営利事業所得税確定申告時に、規定のフォー

ムに記入し、「関連支出証明書類」を添付の上、所在地

の税務当局へ提出し、投資税額控除の査定を受けます。

重要な注意事項

• 規定期間内の実際の支払行為及び証明書類の取得

当該投資税額控除の投資支出は実際の支払行為及び

納品があり、「関連支出証明書類」を取得する必要があ

ります。そのうち、統一発票の所属年度又は支払年度は

投資税額控除年度の認定の根拠となります。主務機関

の査定時の突合作業のために、統一発票又は支払証

明書類のコピーに対象品名を記載する、又は別途投資

リストを提示する必要があると考えられます。

• 12月決算でない事業者の支出期間が2019年に属す

る場合、修正申告により税還付を受けることができる

状況

12月決算でない会社又は有限責任組合が、本細則の公

布までにすでに2018年度の営利事業所得税確定申告を

行った場合、2019年の発生に属し、規定を満たす投資

支出（例：3月決算の事業者が、2019年8月に2018年度

営利事業所得税確定申告を行った場合、2019年1月か

ら3月で発生し、規定を満たす投資支出）について、2019

年度営利事業所得税確定申告期間の開始4個月前から

申告期間終了日まで(つまり2020年4月1日～8月31日)に、

経済部のシステムに登録し、2018年度の投資税額控除

を追加申請することができます。また、経済部のシステ

ムより送信された査定結果に基づき、所在地の税務機

関に修正申告を行うことができます。

KPMGの見解

当該租税優遇の経済部の審査要点は、生産効率又は

スマートサービスの提供機能を有するスマート機械及び

5Gシステムの機能向上をもたらす年度投資計画に基づ

いた投資項目と、統一発票又は支払証明書類との突合

であり、国税局の審査要点は支出金額の審査・認定で

す。

そのため、「関連支出証明書類」は、アップロードと添付

の二階段の申請手続に分かれており、経済部の申請手

続においては別途投資計画をアップロードする必要があ

ります。

当該租税優遇の適用申請を有利に進め、最大の効果を

発揮できるよう、営利事業者は投資計画に基づき、その

支出項目を適切に計画する必要があると考えられます。
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